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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成していないので、最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主

要な経営指標等の推移については記載しておりません。 

２．正味損害率＝（正味支払保険金＋損害調査費）÷正味収入保険料 

３．正味事業費率＝（諸手数料及び集金費＋保険引受に係る営業費及び一般管理費）÷正味収入保険料 

４．持分法を適用した場合の投資利益については、重要性に乏しいため記載を省略しております。 

５．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式がないので記載しておりません。 

回次 第61期中 第62期中 第63期中 第61期 第62期 

会計期間 

自 平成15年 
 ４月１日 

至 平成15年 
 ９月30日 

自 平成16年 
 ４月１日 

至 平成16年 
 ９月30日 

自 平成17年 
 ４月１日 

至 平成17年 
 ９月30日 

自 平成15年 
 ４月１日 

至 平成16年 
 ３月31日 

自 平成16年 
 ４月１日 

至 平成17年 
 ３月31日 

正味収入保険料 （百万円） 158,695 158,118 159,308 322,365 321,827 

（対前期増減率） （％） (7.21) (△0.36) (0.75) (4.56) (△0.17) 

経常利益 （百万円） 9,630 4,218 10,752 9,209 10,780 

（対前期増減率） （％） (210.39) (△56.19) (154.86) (－) (17.06) 

中間（当期）純利益 （百万円） 4,135 791 4,658 5,557 5,044 

（対前期増減率） （％） (14.56) (△80.85) (488.31) (－) (△9.24) 

正味損害率 （％） 55.30 58.95 57.65 55.48 66.81 

正味事業費率 （％） 36.15 34.72 31.98 34.56 33.51 

利息及び配当金収入 （百万円） 10,239 10,063 10,772 19,800 19,113 

（対前期増減率） （％） (△6.68) (△1.71) (7.05) (△4.40) (△3.47) 

持分法を適用した場合の投資利益 （百万円） － － － － － 

資本金 （百万円） 47,328 47,328 47,328 47,328 47,328 

（発行済株式総数） （千株） (410,055) (410,055) (400,055) (410,055) (400,055) 

純資産額 （百万円） 237,535 260,180 320,312 280,614 278,513 

総資産額 （百万円） 1,173,302 1,213,800 1,275,271 1,221,304 1,211,719 

１株当たり純資産額 （円） 608.49 674.37 843.00 724.68 727.25 

１株当たり中間(当期)純利益 （円） 10.41 2.04 12.23 14.13 13.07 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益 
（円） － － － － － 

１株当たり中間(年間)配当額 （円） － － － 7.00 7.00 

自己資本比率 （％） 20.25 21.44 25.12 22.98 22.98 

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 9,500 6,630 7,608 10,628 △23,230 

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △38,841 3,738 2,157 △10,103 4,572 

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △6,511 △3,530 △4,296 △7,997 △5,081 

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高 
（百万円） 42,852 78,069 52,924 71,225 47,483 

従業員数 （人） 4,489 4,270 3,984 4,400 4,196 
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２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、

主要な関係会社に異動はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、使用人

兼務取締役、休職者及び臨時雇を含んでおりません。 

(2）労働組合の状況 

① 名称、組合員数 

② 労使間の状況 

 労使間に特記すべき事項はありません。 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 3,984 

  平成17年９月30日現在

名称 組合員数（人） 

ニッセイ同和損害保険労働組合 3,387 

全日本損害保険労働組合同和支部 2 
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第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、民間設備投資の増加・企業収益の改善・個人消費の増加などにより、雇

用情勢には若干の厳しさが残ったものの、緩やかな回復基調を示しました。 

損害保険業界におきましては、このような経済動向を反映して保険料収入が安定した伸びを示すとともに、大規

模な自然災害の発生が前中間会計期間に比べ少なかったことなどにより、保険引受利益をはじめとする収支面も改

善傾向となりました。 

このような情勢のなか、当社は、「顧客第一」「共創」「チャレンジ精神」を行動指針とする経営理念のもと、

中期経営計画「新世紀へのブレイク・スルー（『急』章）」の最終年度として、業容の拡大と経営基盤の強化に取

り組むとともに、「営業構造改革」の推進により生産性の向上に努めてまいりました。 

営業体制につきましては、お客さまの利便性向上と環境変化への対応を一層図るため、営業拠点体制の見直しを

行うとともに、「最強の総合保険グループ」としての地位をより確かなものとするよう、日本生命保険相互会社と

の共同取組体制をさらに強化してまいりました。 

商品面におきましては、台風による風災や水災などの自然災害に対する補償を厚くした中小企業向け補償充実型

火災保険「ビジネスプラス」を発売、業界初のオプション特約を含んだ充実した補償内容と、簡便な手続きを特長

とする中小建設事業者向け賠償責任保険「建設安心名人」を発売するなど積極的な商品開発に努めました。 

お客さまサービス面におきましても、多様化する海外旅行者のニーズに応えるため、海外旅行傷害保険の付帯サ

ービスとして、「世界どこでも保険金支払（治療費用の現地支払サービス）」「日本どこでも引取サービス（スー

ツケース引取・修理・お届けサービス）」の提供を開始いたしました。 

また、完全施行された「個人情報保護法」への対応も、システム面を含め着実に実施してまいりました。さら

に、従来より経営方針の柱として掲げております「地球環境保護」につきましては、本年８月より「クールビズ

（新服装基準）」を導入し、消費電力の削減を通じた地球温暖化防止の取組を推進いたしました。 

このほか、自然災害に対する義援金を募るなど、社会貢献活動にも努めました。 

このような施策を展開いたしました結果、経常収益につきましては、保険引受収益が1,792億円、資産運用収益

が145億円、その他経常収益が４億円となり、前中間会計期間に比べ95億円減少して1,942億円となりました。 

一方、経常費用につきましては、保険引受費用が1,554億円、資産運用費用が20億円、営業費及び一般管理費が

256億円、その他経常費用が２億円となり、前中間会計期間に比べ160億円減少して1,835億円となりました。 

この結果、経常利益は前中間会計期間に比べ65億円増加して107億円となりました。 

これに特別損益、法人税及び住民税並びに法人税等調整額を加減した中間純利益は46億円となり、前中間会計期

間に比べ38億円増加いたしました。 

(2）キャッシュ・フロー 

当中間会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、法人税等の支払が増加したものの、事業費の削減、利

息及び配当金の受取額が増加したことにより、前中間会計期間に比べ９億円増加し、76億円の収入となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の売却・償還による収入の増加があったものの、貸付金の回収

による収入が減少したことにより、前中間会計期間末に比べ15億円減少し、21億円の収入となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の取得による支出が増加したことから、前中間会計期間に比べ

７億円減少し、42億円の支出となりました。 

これらの結果、当中間会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、前中間会計期間末と比べ251億円減少し、529

億円となりました。 
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２【保険引受の状況】 

(1）保険引受利益 

 （注）１．営業費及び一般管理費は、中間損益計算書における営業費及び一般管理費のうち保険引受に係る金額であり

ます。 

２．その他収支は、自動車損害賠償責任保険等に係る法人税相当額などであります。 

(2）保険料及び保険金一覧表 

区分 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

（百万円） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（百万円） 

対前期増減（△）額 
（百万円） 

保険引受収益 180,060 179,255 △804 

保険引受費用 165,433 155,452 △9,981 

営業費及び一般管理費 26,816 23,379 △3,437 

その他収支 273 376 102 

保険引受利益 

（△は保険引受損失） 
△11,917 800 12,717 

  種目 
正味収入 
保険料 
（百万円） 

構成比 
（％） 

対前期 
増減(△)率 

（％） 

正味支払 
保険金 
（百万円） 

構成比 
（％） 

正味損害率 
（％） 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

火災 20,398 12.90 △5.84 8,837 10.47 45.34 

海上 2,237 1.41 5.01 1,288 1.53 61.32 

傷害 15,020 9.50 △0.46 5,615 6.65 42.74 

自動車 80,271 50.77 0.41 48,427 57.36 67.30 

自動車損害賠償責任 21,825 13.80 2.09 11,072 13.11 56.77 

その他 18,366 11.62 △0.66 9,184 10.88 53.10 

計 158,118 100.00 △0.36 84,426 100.00 58.95 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

火災 22,015 13.82 7.93 8,693 10.29 40.80 

海上 2,164 1.36 △3.26 1,287 1.52 62.53 

傷害 15,150 9.51 0.86 5,807 6.87 42.63 

自動車 79,903 50.16 △0.46 45,946 54.39 63.44 

自動車損害賠償責任 21,100 13.24 △3.32 13,368 15.83 69.07 

その他 18,974 11.91 3.31 9,378 11.10 51.56 

計 159,308 100.00 0.75 84,482 100.00 57.65 
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(3）元受正味保険料（含む収入積立保険料） 

 （注） 元受正味保険料（含む収入積立保険料）とは、元受保険料から元受解約返戻金及び元受その他返戻金を控除し

たものであります。（積立型保険の積立保険料を含む。） 

  種目 
金額 

（百万円） 
構成比 
（％） 

対前期増減(△)率 
（％） 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

火災 30,624 16.34 △1.98 

海上 2,822 1.51 4.14 

傷害 28,122 15.01 △2.19 

自動車 80,255 42.82 0.59 

自動車損害賠償責任 22,501 12.01 △0.53 

その他 23,078 12.31 △3.32 

計 187,406 100.00 △0.84 

(うち収入積立保険料) (17,075) (9.11) (△5.06) 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

火災 33,194 17.81 8.39 

海上 2,928 1.57 3.76 

傷害 26,971 14.48 △4.09 

自動車 79,898 42.88 △0.45 

自動車損害賠償責任 21,201 11.38 △5.78 

その他 22,137 11.88 △4.08 

計 186,332 100.00 △0.57 

(うち収入積立保険料) (15,360) (8.24) (△10.04) 
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(4）ソルベンシー・マージン比率 

 （注） 上記の金額及び数値は、保険業法施行規則第86条及び第87条並びに平成８年大蔵省告示第50号の規定に基づい

て算出しております。 

なお、当中間会計期間から保険業法施行規則等の改正によりソルベンシー・マージン比率の算出方法が変更さ

れております。このため、前中間会計期間末と当中間会計期間末の数値はそれぞれ異なる基準によって算出さ

れております。 

＜ソルベンシー・マージン比率＞ 

・損害保険会社は、保険事故発生の際の保険金支払や積立型保険の満期返戻金支払等に備えて準備金を積み立てておりま

すが、巨大災害の発生や、損害保険会社が保有する資産の大幅な価格下落等、通常の予測を超える危険が発生した場合

でも、十分な支払能力を保持しておく必要があります。 

・こうした「通常の予測を超える危険」を示す「リスクの合計額」（上表の(B)）に対する「損害保険会社が保有してい

る資本・準備金等の支払余力」（すなわちソルベンシー・マージン総額：上表の(A)）の割合を示す指標として、保険

業法等に基づき計算されたのが、「ソルベンシー・マージン比率」（上表の(C)）であります。 

・「通常の予測を超える危険」とは、次に示す各種の危険の総額をいいます。 

 

前中間会計期間末 

（平成16年９月30日現在）

（百万円） 

当中間会計期間末 

（平成17年９月30日現在）

（百万円） 

(A）ソルベンシー・マージン総額 477,438 562,661 

 
資本の部合計（社外流出予定額、繰延資産及びその他

有価証券評価差額金を除く） 
154,319 157,386 

  価格変動準備金 4,850 5,439 

  異常危険準備金 124,345 123,999 

  一般貸倒引当金 291 171 

  その他有価証券の評価差額（税効果控除前） 149,217 229,652 

  土地の含み損益 4,826 5,461 

  負債性資本調達手段等 － － 

  控除項目 － － 

  その他 39,588 40,549 

(B）リスクの合計額 

 
 
Ｒ1

2
＋(Ｒ2＋Ｒ3)

2
＋Ｒ4＋Ｒ5 

73,933 101,213 

  一般保険リスク（Ｒ１） 16,934 17,647 

  予定利率リスク（Ｒ２） 662 638 

  資産運用リスク（Ｒ３） 40,152 48,964 

  経営管理リスク（Ｒ４） 1,715 2,270 

  巨大災害リスク（Ｒ５） 28,028 46,293 

(C）ソルベンシー・マージン比率 

［(A)／｛(B)×1/2｝］×100 
1,291.5％ 1,111.8％ 

① 保険引受上の危険 

（一般保険リスク） 

：保険事故の発生率等が通常の予測を超えることにより発生し得る危険（巨大災害に係る危険

を除く。） 

② 予定利率上の危険 

（予定利率リスク） 

：積立型保険について、実際の運用利回りが保険料算出時に予定した利回りを下回ることによ

り発生し得る危険 
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・「損害保険会社が保有している資本・準備金等の支払余力」（ソルベンシー・マージン総額）とは、損害保険会社の資

本、諸準備金（価格変動準備金・異常危険準備金等）、土地の含み益の一部等の総額であります。 

・ソルベンシー・マージン比率は、行政当局が保険会社を監督する際に活用する客観的な判断指標のひとつであります

が、その数値が200％以上であれば「保険金等の支払能力の充実の状況が適当である」とされております。 

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

なお、既に当社ホームページ等でご報告しておりますとおり、過去に保険金をお支払いしたご契約のうち、付随し

てお支払いできる費用保険金等のお支払いが完了していない事案が一部あることが判明し、本年11月に保険業法に基

づく業務改善命令を受けました。ご契約者及び関係者の皆様に多大なご迷惑をおかけいたしますことを深くお詫び申

し上げます。 

当社といたしましては、今回の命令を厳粛に受け止め、二度とこのような事態を招かぬよう早急に業務改善計画を

策定し、再発防止に向けて全社を挙げて取り組んでまいります。 

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

③ 資産運用上の危険 

（資産運用リスク） 

：保有する有価証券等の資産の価格が通常の予測を超えて変動することにより発生し得る危険

等 

④ 経営管理上の危険 

（経営管理リスク） 

：業務の運営上通常の予測を超えて発生し得る危険で上記①～③及び⑤以外のもの 

⑤ 巨大災害に係る危険 

（巨大災害リスク） 

：通常の予測を超える巨大災害（関東大震災や伊勢湾台風相当）により発生し得る危険 
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第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありませ

ん。 

(2）前事業年度末において計画中であった横浜支店ビルの改修については、平成17年８月31日に完了いたしました。 

(3）当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の売却の計画は次のとおりであります。 

 （注） 南箱根研修所については、当中間会計期間中に計画し、当中間会計期間中に売却いたしました。 

設備名  所在地  内容 
期末帳簿価額 

 （百万円） 
売却の予定時期  

南箱根研修所 
静岡県 

田方郡函南町 
土地・建物売却 208 平成17年６月 
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注）１．「株式消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。 

２．定款記載の「会社が発行する株式の総数」は700,000,000株となっておりますが、当中間会計期間の末日ま

でに株式10,000,000株を消却しております。 

②【発行済株式】 

 （注）  福岡証券取引所及び札幌証券取引所については、上場廃止の申請を行い、それぞれ平成17年11月６日に上場廃

止となりました。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 690,000,000 

計 690,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月26日） 

上場証券取引所名 内容 

普通株式 400,055,814 400,055,814 

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

各市場第一部 

－ 

計 400,055,814 400,055,814 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

平成17年４月１日～ 

 平成17年９月30日 
－ 400,055 － 47,328 － 40,303 
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(4）【大株主の状況】 

 （注） 上記のほか、当社は自己株式を20,091千株保有しております。 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が19,000株（議決権の数19個）含まれ

ております。 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本生命保険相互会社 大阪市中央区今橋三丁目５番12号 137,288 34.32 

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 21,423 5.36 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 18,915 4.73 

株式会社クボタ 大阪市浪速区敷津東一丁目２番47号 8,336 2.08 

株式会社八十二銀行 長野県長野市大字中御所字岡田178番地８ 6,267 1.57 

信越化学工業株式会社 東京都千代田区大手町二丁目６番１号 5,904 1.48 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 5,853 1.46 

株式会社群馬銀行 群馬県前橋市元総社町194番地 5,086 1.27 

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社（退職給付信託
口・株式会社池田銀行口） 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 4,990 1.25 

ザ チェース マンハッタン バ
ンク エヌエイ ロンドン 
（常任代理人 株式会社みず
ほコーポレート銀行兜町証券
決済業務室） 

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET  
LONDON EC2P 2HD,ENGLAND 
(東京都中央区日本橋兜町６番７号) 

4,111 1.03 

計 － 218,176 54.54 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式 20,091,000 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 378,422,000 378,422 － 

単元未満株式 普通株式   1,542,814 － 
一単元（1,000株）未

満の株式 

発行済株式総数 400,055,814 － － 

総株主の議決権 － 378,422 － 
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②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

ニッセイ同和損害保険株

式会社 

大阪市北区西天満四

丁目15番10号 
20,091,000 － 20,091,000 5.02 

計 － 20,091,000 － 20,091,000 5.02 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 570 556 577 579 648 698 

最低（円） 515 507 533 553 540 575 
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第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）並びに同規則第38条及び第57条に基づき「保険業法施行規則」（平成８年大

蔵省令第５号）に準拠して作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書

きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）

及び当中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）の中間財務諸表について、監査法人トーマツによ

り中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、経常収益等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない

程度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、経常収益基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

資産基準        0.44％ 

経常収益基準      2.16％ 

利益基準        0.64％ 

利益剰余金基準     1.54％ 
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【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日現在） 
当中間会計期間末 

（平成17年９月30日現在） 

前事業年度末の 
要約貸借対照表 

（平成17年３月31日現在） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）              

現金及び預貯金   31,038 2.56 37,188 2.92 32,901 2.72 

コールローン   50,700 4.18 17,400 1.36 16,300 1.34 

買入金銭債権   50 0.00 50 0.00 50 0.00 

有価証券 
※2 
※6 

915,928 75.46 1,023,632 80.27 949,355 78.35 

貸付金 ※3 79,153 6.52 68,719 5.39 73,333 6.05 

不動産及び動産 ※1 62,090 5.12 62,646 4.91 65,654 5.42 

その他資産   69,025 5.69 67,182 5.27 75,731 6.25 

繰延税金資産   7,683 0.63 － － － － 

貸倒引当金   △1,784 △0.15 △1,542 △0.12 △1,600 △0.13 

投資損失引当金   △84 △0.01 △4 △0.00 △6 △0.00 

資産の部合計   1,213,800 100.00 1,275,271 100.00 1,211,719 100.00 

（負債の部）              

保険契約準備金   904,309 74.50 883,767 69.30 880,368 72.65 

支払備金 ※4 (95,843)   (90,735)   (90,074)  

責任準備金 ※5 (808,465)   (793,031)   (790,294)  

その他負債 ※2 29,049 2.39 29,913 2.34 34,383 2.84 

退職給付引当金   11,635 0.96 11,638 0.91 10,641 0.88 

賞与引当金   3,775 0.31 134 0.01 1,155 0.10 

特別法上の準備金   4,850 0.40 5,439 0.43 5,147 0.43 

価格変動準備金   (4,850)   (5,439)   (5,147)  

繰延税金負債   － － 24,065 1.89 1,509 0.12 

負債の部合計   953,620 78.56 954,959 74.88 933,205 77.02 

（資本の部）              

資本金   47,328 3.90 47,328 3.71 47,328 3.90 

資本剰余金   40,303 3.32 40,304 3.16 40,304 3.33 

資本準備金   (40,303)   (40,303)   (40,303)  

その他資本剰余金   (0)   (0)   (0)  

(自己株式処分差益）    ((0))   ((0))   ((0))  

利益剰余金   77,416 6.38 79,113 6.20 77,136 6.36 

利益準備金   (7,492)   (7,492)   (7,492)  

任意積立金   (65,122)   (62,129)   (65,122)  

中間（当期）未処分利益   (4,800)   (9,491)   (4,520)  

その他有価証券評価差額金   105,861 8.72 162,925 12.78 121,491 10.03 

自己株式   △10,730 △0.88 △9,360 △0.73 △7,747 △0.64 

資本の部合計   260,180 21.44 320,312 25.12 278,513 22.98 

負債及び資本の部合計   1,213,800 100.00 1,275,271 100.00 1,211,719 100.00 
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②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
  至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

経常損益の部              

経常収益   203,809 100.00 194,260 100.00 417,176 100.00 

保険引受収益   180,060 88.35 179,255 92.28 378,137 90.64 

（うち正味収入保険料） ※1 (158,118)   (159,308)   (321,827)  

（うち収入積立保険料）   (17,075)   (15,360)   (35,455)  

（うち積立保険料等運用益）   (4,769)   (4,558)   (9,463)  

（うち責任準備金戻入額）   (－)    (－)   (11,383)  

資産運用収益   23,243 11.40 14,553 7.49 37,874 9.08 

（うち利息及び配当金収入） ※6 (10,063)   (10,772)   (19,113)  

（うち売買目的有価証券運用益）   (－)   (791)   (－)  

（うち有価証券売却益）   (17,588)   (7,451)   (27,820)  

（うち積立保険料等運用益振替)   (△4,769)   (△4,558)   (△9,463)  

その他経常収益   506 0.25 451 0.23 1,164 0.28 

経常費用   199,590 97.93 183,508 94.46 406,396 97.42 

保険引受費用   165,433 81.17 155,452 80.02 344,675 82.62 

（うち正味支払保険金） ※2 (84,426)   (84,482)   (199,453)  

（うち損害調査費）   (8,781)   (7,362)   (15,559)  

（うち諸手数料及び集金費） ※3 (28,075)   (27,571)   (57,132)  

（うち満期返戻金）   (29,880)   (32,537)   (70,758)  

（うち支払備金繰入額） ※4 (7,396)   (661)   (1,627)  

（うち責任準備金繰入額） ※5 (6,787)   (2,736)   (－)  

資産運用費用   4,534 2.22 2,099 1.08 5,790 1.39 

（うち有価証券売却損）   (846)   (504)   (2,665)  

（うち有価証券評価損）   (60)   (209)   (159)  

営業費及び一般管理費   29,242 14.35 25,689 13.22 55,309 13.26 

その他経常費用   380 0.19 266 0.14 620 0.15 

（うち支払利息）   (0)   (0)   (0)  

経常利益   4,218 2.07 10,752 5.54 10,780 2.58 

特別損益の部              

特別利益   43 0.02 70 0.04 167 0.04 

特別損失 
※8 
※9 

3,474 1.70 4,405 2.27 3,895 0.93 

（うち特別法上の準備金繰入額）   (281)   (292)   (577)  

((価格変動準備金))   ((281))   ((292))   ((577))  

税引前中間（当期）純利益   788 0.39 6,417 3.30 7,053 1.69 

法人税及び住民税   2,717 1.33 2,661 1.37 4,386 1.05 

法人税等調整額   △2,721 △1.34 △902 △0.46 △2,378 △0.57 

中間（当期）純利益   791 0.39 4,658 2.40 5,044 1.21 

前期繰越利益   4,009   4,833   4,009  

利益による自己株式消却額   －   －   4,533  

中間（当期）未処分利益   4,800   9,491   4,520  
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③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ．営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

税引前中間（当期）
純利益 

  788 6,417 7,053 

減価償却費   2,097 1,799 4,219 

減損損失    － 1,712 － 

支払備金の増加額   7,396 661 1,627 

責任準備金の増加額   6,787 2,736 △11,383 

貸倒引当金の増加額   △44 △57 △228 

投資損失引当金の増
加額 

  △50 △1 △128 

退職給付引当金の増
加額 

  2,354 996 1,360 

賞与引当金の増加額   2,590 △1,021 △29 

価格変動準備金の増
加額 

  281 292 577 

利息及び配当金収入   △10,063 △10,772 △19,113 

有価証券関係損益
（△） 

  △17,508 △7,373 △25,076 

支払利息   0 0 0 

為替差損益（△）   △290 2 △263 

不動産動産関係損益
（△） 

  123 130 123 

その他資産(除く投
資活動関連、財務活
動関連)の増加額 

  7,313 7,161 1,403 

その他負債(除く投
資活動関連、財務活
動関連)の増加額 

  △5,651 △2,549 △1,378 

その他   1,949 △540 720 

小計   △1,927 △403 △40,517 

利息及び配当金の受
取額 

  10,264 11,554 19,886 

利息の支払額   △0 △0 △0 

法人税等の支払額   △1,705 △3,542 △2,598 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  6,630 7,608 △23,230 
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前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ．投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

預貯金の純増加額   1,348 25 3,299 

買入金銭債権の売
却・償還による収入 

  99 － 99 

有価証券の取得によ
る支出 

  △102,948 △121,352 △192,825 

有価証券の売却・償
還による収入 

  98,180 119,504 186,803 

貸付けによる支出   △5,892 △5,824 △10,237 

貸付金の回収による
収入 

  13,866 10,438 24,031 

Ⅱ①小計 
（Ⅰ＋Ⅱ①） 

 
4,654 

(11,285) 
2,791 

(10,400) 
11,171 

(△12,058) 

不動産及び動産の取
得による支出 

  △1,005 △899 △6,889 

不動産及び動産の売
却による収入 

  89 265 289 

その他   △0 － △0 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  3,738 2,157 4,572 

Ⅲ．財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

借入金の返済による
支出 

  △1 △3 △2 

自己株式の売却によ
る収入 

  1 0 4 

自己株式の取得によ
る支出 

  △818 △1,613 △2,372 

配当金の支払額   △2,710 △2,680 △2,710 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △3,530 △4,296 △5,081 

Ⅳ．現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  4 △28 △1 

Ⅴ．現金及び現金同等物の
増加額 

  6,844 5,440 △23,741 

Ⅵ．現金及び現金同等物期
首残高 

  71,225 47,483 71,225 

Ⅶ．現金及び現金同等物中
間期末（期末）残高 

  78,069 52,924 47,483 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

１．有価証券の評価基準及び評価方

法 

１．有価証券の評価基準及び評価方

法 

１．有価証券の評価基準及び評価方

法 

  (1）売買目的有価証券の評価は、

時価法によっております。な

お、売却原価の算定は移動平均

法に基づいております。 

  

(1）満期保有目的の債券の評価

は、償却原価法によっておりま

す。 

(2）     同左 (1）     同左 

(2）子会社株式及び関連会社株式

の評価は、移動平均法に基づく

原価法によっております。 

(3）     同左 (2）     同左 

(3）その他有価証券のうち時価の

あるものの評価は、中間決算日

の市場価格等に基づく時価法に

よっております。なお、評価差

額は全部資本直入法により処理

し、また、売却原価の算定は移

動平均法に基づいております。 

(4）     同左 (3）その他有価証券のうち時価の

あるものの評価は、期末日の市

場価格等に基づく時価法によっ

ております。なお、評価差額は

全部資本直入法により処理し、

また、売却原価の算定は移動平

均法に基づいております。 

(4）その他有価証券のうち時価の

ないものの評価は、移動平均法

に基づく原価法又は償却原価法

によっております。 

(5）     同左 (4）     同左 

２．デリバティブ取引の評価基準及

び評価方法 

 デリバティブ取引の評価は、時

価法によっております。 

２．デリバティブ取引の評価基準及

び評価方法 

同左 

２．デリバティブ取引の評価基準及

び評価方法 

同左 

３．不動産及び動産の減価償却の方

法 

 不動産及び動産の減価償却は、

定率法によっております。ただ

し、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）

については、定額法によっており

ます。 

３．不動産及び動産の減価償却の方

法 

同左 

３．不動産及び動産の減価償却の方

法 

同左 
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前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

４．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、資産の自己査定基準

及び償却・引当基準により、次

のとおり計上しております。 

 破産、特別清算、手形交換所

における取引停止処分等、法

的・形式的に経営破綻の事実が

発生している債務者に対する債

権及び実質的に経営破綻に陥っ

ている債務者に対する債権につ

いては、債権額から担保の処分

可能見込額及び保証による回収

が可能と認められる額等を控除

し、その残額を引き当てており

ます。 

 今後、経営破綻に陥る可能性

が大きいと認められる債務者に

対する債権については、債権額

から担保の処分可能見込額及び

保証による回収が可能と認めら

れる額を控除し、その残額のう

ち、債務者の支払能力を総合的

に判断して必要と認められる額

を引き当てております。 

 上記以外の債権については、

過去の一定期間における貸倒実

績等から算出した貸倒実績率を

債権額に乗じた額を引き当てて

おります。 

 また、全ての債権は資産の自

己査定基準に基づき、対象資産

の所管部署が資産査定を実施

し、当該部署から独立した検査

部が査定結果を監査しており、

その査定結果に基づいて上記の

引当を行っております。 

４．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

４．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）投資損失引当金 

 資産の自己査定基準及び償

却・引当基準に基づき、今後、

経営破綻に陥る可能性が大きい

と認められる者が発行する有価

証券について、将来発生する可

能性のある損失に備えるため、

中間会計期間末における損失見

込額を計上しております。 

(2）投資損失引当金 

同左 

(2）投資損失引当金 

 資産の自己査定基準及び償

却・引当基準に基づき、今後、

経営破綻に陥る可能性が大きい

と認められる者が発行する有価

証券について、将来発生する可

能性のある損失に備えるため、

期末における損失見込額を計上

しております。 
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前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（13年）による

定額法により費用処理しており

ます。 

 数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（13年）に

よる定額法により翌事業年度か

ら費用処理することとしており

ます。 

（追加情報） 

 当中間会計期間において

は、平成16年６月１日付で厚

生労働大臣から認可を受け、

退職金・年金制度について、

法人税法に準拠する税制適格

年金制度から確定給付企業年

金法に準拠する確定給付企業

年金（規約型）制度への制度

改定を行いました。 

 この改定に伴い発生した退

職給付債務の多額な減少額

（過去勤務債務）は「退職給

付制度間の移行等に関する会

計処理」（企業会計基準適用

指針第１号）第32項の処理に

準じて発生時の損益として処

理し、対応する遅延処理項目

についても当事業年度の費用

として処理しております。 

 また、当事業年度に過年度

の遅延処理項目を臨時に処理

しております。 

 これらの結果として3,026百

万円を特別損失として計上し

ております。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（13年）による

定額法により費用処理しており

ます。 

 数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（13年）に

よる定額法により翌事業年度か

ら費用処理することとしており

ます。 

 上記のほか、役員の退職慰労

金の支出に備えるため、内規に

基づく中間会計期間末要支給額

2,054百万円を退職給付引当金に

含めて計上しております。 

（会計方針の変更） 

 役員退職慰労金につきまし

ては、従来、支出時の費用と

して処理しておりましたが、

当中間会計期間より内規に基

づく中間会計期間末要支給額

を退職給付引当金に含めて計

上する方法に変更しておりま

す。 

 この変更は、役員退職慰労

金を引当計上する会計慣行が

定着しつつあることを踏ま

え、役員の退職時の費用を在

任期間に適正に配分すること

により、期間損益の適正化及

び財政状態の健全化を図るた

めのものであります。 

 この変更により、当中間会

計期間発生額171百万円は営業

費及び一般管理費に計上し、

過年度相当額2,079百万円は特

別損失として計上しておりま

す。 

 この結果、従来の方法によ

った場合と比較して、経常利

益は25百万円増加し、税引前

中間純利益は2,054百万円減少

しております。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（13年）による

定額法により費用処理しており

ます。 

 数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（13年）に

よる定額法により翌事業年度か

ら費用処理することとしており

ます。 

（追加情報）  

 当事業年度においては、平

成16年６月１日付で厚生労働

大臣から認可を受け、退職

金・年金制度について、法人

税法に準拠する税制適格年金

制度から確定給付企業年金法

に準拠する確定給付企業年金

（規約型）制度への制度改定

を行いました。  

 この改定に伴い発生した退

職給付債務の多額な減少額

（過去勤務債務）は「退職給

付制度間の移行等に関する会

計処理」（企業会計基準適用

指針第１号）第32項の処理に

準じて発生時の損益として処

理し、対応する遅延処理項目

についても当事業年度の費用

として処理しております。  

 また、当事業年度に過年度

の遅延処理項目を臨時に処理

しております。 

 これらの結果として3,026百

万円を特別損失として計上し

ております。  

 

- 19 -



前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

 この処理は、中期経営計画

に基づき、合併を契機とした

構造変化に対応するため、合

併の総仕上げとして抜本的な

人事制度改革を実施したこと

を契機に行うものであり、大

幅な減額の会計処理に準じ、

かつ、過去の遅延項目もそれ

を負担する人員構成が大幅に

入れ替わったことから実施し

たものであります。 

   この処理は、中期経営計画

に基づき、合併を契機とした

構造変化に対応するため、合

併の総仕上げとして抜本的な

人事制度改革を実施したこと

を契機に行うものであり、大

幅な減額の会計処理に準じ、

かつ、過去の遅延項目もそれ

を負担する人員構成が大幅に

入れ替わったことから実施し

たものであります。 

(4）賞与引当金 

 従業員の賞与に充てるため、

支給見込額基準により計上して

おります。 

(4）賞与引当金 

 従業員の賞与に充てるため、

支給見込額基準により計上して

おります。 

 （追加情報）  

  当中間会計期間において、

「業績連動型賞与」を導入

し、賞与支給対象期間の見直

しを行っております。この結

果、賞与引当金の引当額は従

来の方法によった場合と比較

して、3,040百万円減少してお

ります。 

(4）賞与引当金 

 従業員の賞与に充てるため、

支給見込額基準により計上して

おります。 

(5）価格変動準備金 

 株式等の価格変動による損失

に備えるため、保険業法第115 

条の規定に基づき計上しており

ます。 

(5）価格変動準備金 

同左 

(5）価格変動準備金 

同左 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

同左 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

６．消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式

によっております。ただし、損害

調査費、営業費及び一般管理費等

の費用は税込方式によっておりま

す。 

 なお、資産に係る控除対象外消

費税等はその他資産に計上し、５

年間で均等償却を行っておりま

す。 

６．消費税等の会計処理 

同左 

６．消費税等の会計処理 

同左 

７．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の 

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。 

７．リース取引の処理方法 

同左 

７．リース取引の処理方法 

同左 
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前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

８．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 金利変動リスクのヘッジにつ

いては、繰延ヘッジの方法に 

よっております。この繰延ヘッ

ジにより、時価評価された金利

スワップによる損益は、負債と

して繰り延べております。 

 また、為替変動リスクのヘッ

ジについては、時価ヘッジの方

法によっております。この時価

ヘッジにより、ヘッジ対象の外

貨建債券の為替変動による損益

とヘッジ手段である為替予約取

引による損益の純額は金融派生

商品費用に計上しております。 

８．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 金利変動リスクのヘッジにつ

いては、繰延ヘッジの方法によ

っております。この繰延ヘッジ

により、時価評価された金利ス

ワップによる損益は、負債とし

て繰り延べております。 

 また、外貨建預金の為替変動

リスクのヘッジについては、振

当処理を適用しており、その他

有価証券の為替変動リスクの 

ヘッジについては、時価ヘッジ

の方法によっております。この

時価ヘッジにより、ヘッジ対象

の外貨建債券の為替変動による

損益とヘッジ手段である為替予

約取引による損益の純額は金融

派生商品費用に計上しておりま

す。 

８．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 金利変動リスクのヘッジにつ

いては、繰延ヘッジの方法に 

よっております。この繰延ヘッ

ジにより、時価評価された金利

スワップによる損益は、負債と

して繰り延べております。 

 また、その他有価証券の為替

変動リスクのヘッジについて

は、時価ヘッジの方法によって

おります。この時価ヘッジによ

り、ヘッジ対象の外貨建債券の

為替変動による損益とヘッジ手

段である為替予約取引による損

益の純額は金融派生商品費用に

計上しております。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 金利変動リスクのヘッジにつ

いては、金利スワップ取引を 

ヘッジ手段とし、変動金利の貸

付金の一部をヘッジ対象として

おります。 

 また、為替変動リスクのヘッ

ジについては、為替予約取引を

ヘッジ手段とし、外貨建債券の

一部をヘッジ対象としておりま

す。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 金利変動リスクのヘッジにつ

いては、金利スワップ取引を 

ヘッジ手段とし、変動金利の貸

付金の一部をヘッジ対象として

おります。 

 また、為替変動リスクのヘッ

ジについては、為替予約取引を

ヘッジ手段とし、外貨建の預金

及び債券の一部をヘッジ対象と

しております。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 金利変動リスクのヘッジにつ

いては、金利スワップ取引を 

ヘッジ手段とし、変動金利の貸

付金の一部をヘッジ対象として

おります。 

  また、為替変動リスクのヘッ

ジについては、為替予約取引を

ヘッジ手段とし、外貨建債券の

一部をヘッジ対象としておりま

す。 

(3）ヘッジ方針 

 金利の変動に伴う貸付金の 

キャッシュ・フロー変動リスク

と外貨建債券の為替変動リスク

を減殺する目的で個別ヘッジに

よっております。 

(3）ヘッジ方針 

 金利の変動に伴う貸付金の 

キャッシュ・フロー変動リスク

と外貨建の預金及び債券の為替

変動リスクを減殺する目的で個

別ヘッジによっております。 

(3）ヘッジ方針 

 金利の変動に伴う貸付金の 

キャッシュ・フロー変動リスク

と外貨建債券の為替変動リスク

を減殺する目的で個別ヘッジに

よっております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 原則としてヘッジ開始時から

有効性判定時点までの期間にお

いて、ヘッジ対象の相場変動又

はキャッシュ・フロー変動の累

計とヘッジ手段の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動の累計

とを比較し、両者の変動額等を

基礎にヘッジ有効性の評価を 

行っております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 同左 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

９．税効果会計に関する事項 

 中間会計期間に係る納付税額及

び法人税等調整額は、当期におい

て予定している利益処分方式によ

る特別償却準備金、海外投資等損

失準備金及び固定資産圧縮積立金

の積立て及び取崩しを前提とし

て、当中間会計期間に係る金額を

計算しております。 

９．税効果会計に関する事項 

 中間会計期間に係る納付税額及

び法人税等調整額は、当期におい

て予定している利益処分方式によ

る特別償却準備金及び固定資産圧

縮積立金の積立て及び取崩しを前

提として、当中間会計期間に係る

金額を計算しております。 

────── 

10．中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、要求払預金及

び取得日から満期日又は償還日ま

での期間が３か月以内の定期預金

等の短期投資からなっておりま

す。 

10．中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 

９．キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、要求払預金及び取

得日から満期日又は償還日までの

期間が３か月以内の定期預金等の

短期投資からなっております。 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） ────── 

   当中間会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）を適用

しております。この結果、従来の

方法によった場合と比較して、税

引前中間純利益は1,712百万円減少

しております。 
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表示方法の変更 

前中間会計期間 当中間会計期間 

(中間貸借対照表） 

 当中間会計期間から保険業法施行規則の改正により

中間貸借対照表の様式を改訂し、「その他資本剰余

金」の内訳として「自己株式処分差益」を表示してお

ります。なお、前中間会計期間末の「自己株式処分差

益」は０百万円であります。 

──────  

  

(中間損益計算書） 

 当中間会計期間から保険業法施行規則の改正により

中間損益計算書の様式を改訂いたしましたが、その主

な内容は次のとおりであります。 

１．「資産運用費用」の内訳として「金銭の信託運用

損」を表示しております。なお、前中間会計期間の

「金銭の信託運用損」は105百万円であります。 

２．「その他経常費用」の内訳として「支払利息」を

表示しております。なお、前中間会計期間の「支払

利息」は１百万円であります。 

３．「特別損失」の内訳として「特別法上の準備金繰

入額」を表示し、従来の内訳の表示については廃止

しております。 

──────  

  

  

  

  

- 23 -



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 

（平成16年９月30日現在） 

当中間会計期間末 

（平成17年９月30日現在） 

前事業年度末 

（平成17年３月31日現在） 

※１．不動産及び動産の減価償却累

計額は54,840百万円、圧縮記帳

額は5,572百万円であります。 

※１．不動産及び動産の減価償却累

計額は57,012百万円、圧縮記帳

額は5,517百万円であります。 

※１．不動産及び動産の減価償却累

計額は56,379百万円、圧縮記帳

額は5,561百万円であります。 

※２．担保に供している資産は有価

証券982百万円であります。ま

た、担保付き債務はその他負債

に含まれる借入金18百万円であ

ります。 

※２．担保に供している資産は有価

証券2,026百万円であります。ま

た、担保付き債務はその他負債

に含まれる借入金13百万円であ

ります。 

※２．担保に供している資産は有価

証券2,052百万円であります。ま

た、担保付き債務はその他負債

に含まれる借入金17百万円であ

ります。 

※３． 

(1）貸付金のうち、破綻先債権

額は10百万円であります。 

 なお、破綻先債権とは、元

本又は利息の支払の遅延が相

当期間継続していることその

他の事由により元本又は利息

の取立て又は弁済の見込みが

ないものとして未収利息を計

上しなかった貸付金（貸倒償

却を行った部分を除く。以下

「未収利息不計上貸付金」と

いう。）のうち、法人税法施

行令（昭和40年政令第97号）

第96条第１項第３号のイから

ホまでに掲げる事由又は同項

第４号に規定する事由が生じ

ている貸付金であります。 

※３． 

(1）貸付金のうち、破綻先債権

額は38百万円であります。 

 なお、破綻先債権とは、元

本又は利息の支払の遅延が相

当期間継続していることその

他の事由により元本又は利息

の取立て又は弁済の見込みが

ないものとして未収利息を計

上しなかった貸付金（貸倒償

却を行った部分を除く。以下

「未収利息不計上貸付金」と

いう。）のうち、法人税法施

行令（昭和40年政令第97号）

第96条第１項第３号のイから

ホまでに掲げる事由又は同項

第４号に規定する事由が生じ

ている貸付金であります。 

※３． 

(1）貸付金のうち、破綻先債権

額は30百万円であります。 

 なお、破綻先債権とは、元

本又は利息の支払の遅延が相

当期間継続していることその

他の事由により元本又は利息

の取立て又は弁済の見込みが

ないものとして未収利息を計

上しなかった貸付金（貸倒償

却を行った部分を除く。以下

「未収利息不計上貸付金」と

いう。）のうち、法人税法施

行令（昭和40年政令第97号）

第96条第１項第３号のイから

ホまでに掲げる事由又は同項

第４号に規定する事由が生じ

ている貸付金であります。 

(2）貸付金のうち、延滞債権額

は396百万円であります。 

 なお、延滞債権とは、未収

利息不計上貸付金であって、

破綻先債権及び債務者の経営

再建又は支援を図ることを目

的として利息の支払を猶予し

た貸付金以外の貸付金であり

ます。 

(2）貸付金のうち、延滞債権額

は240百万円であります。 

 なお、延滞債権とは、未収

利息不計上貸付金であって、

破綻先債権及び債務者の経営

再建又は支援を図ることを目

的として利息の支払を猶予し

た貸付金以外の貸付金であり

ます。 

(2）貸付金のうち、延滞債権額

は208百万円であります。 

 なお、延滞債権とは、未収

利息不計上貸付金であって、

破綻先債権及び債務者の経営

再建又は支援を図ることを目

的として利息の支払を猶予し

た貸付金以外の貸付金であり

ます。 
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前中間会計期間末 

（平成16年９月30日現在） 

当中間会計期間末 

（平成17年９月30日現在） 

前事業年度末 

（平成17年３月31日現在） 

(3）貸付金のうち、３カ月以上

延滞債権に該当するものはあ

りません。 

 なお、３カ月以上延滞債権

とは、元本又は利息の支払

が、約定支払日の翌日から３

月以上遅延している貸付金で

破綻先債権及び延滞債権に該

当しないものであります。 

(3）貸付金のうち、３カ月以上

延滞債権額は０百万円であり

ます。 

  なお、３カ月以上延滞債権

とは、元本又は利息の支払

が、約定支払日の翌日から３

月以上遅延している貸付金で

破綻先債権及び延滞債権に該

当しないものであります。 

(3）貸付金のうち、３カ月以上

延滞債権に該当するものはあ

りません。 

 なお、３カ月以上延滞債権

とは、元本又は利息の支払

が、約定支払日の翌日から３

月以上遅延している貸付金で

破綻先債権及び延滞債権に該

当しないものであります。  

(4）貸付金のうち、貸付条件緩

和債権額は203百万円であり 

ます。 

 なお、貸付条件緩和債権と

は、債務者の経営再建又は支

援を図ることを目的として、

金利の減免、利息の支払猶

予、元本の返済猶予、債権放

棄その他の債務者に有利とな

る取決めを行った貸付金で、

破綻先債権、延滞債権及び３

カ月以上延滞債権に該当しな

いものであります。 

(4）貸付金のうち、貸付条件緩

和債権に該当するものはあり

ません。 

 なお、貸付条件緩和債権と

は、債務者の経営再建又は支

援を図ることを目的として、

金利の減免、利息の支払猶

予、元本の返済猶予、債権放

棄その他の債務者に有利とな

る取決めを行った貸付金で、

破綻先債権、延滞債権及び３

カ月以上延滞債権に該当しな

いものであります。 

(4）貸付金のうち、貸付条件緩

和債権額は40百万円でありま

す。 

 なお、貸付条件緩和債権と

は、債務者の経営再建又は支

援を図ることを目的として、

金利の減免、利息の支払猶

予、元本の返済猶予、債権放

棄その他の債務者に有利とな

る取決めを行った貸付金で、

破綻先債権、延滞債権及び３

カ月以上延滞債権に該当しな

いものであります。 

(5）破綻先債権額、延滞債権

額、３カ月以上延滞債権額及

び貸付条件緩和債権額の合計

額は610百万円であります。 

(5）破綻先債権額、延滞債権

額、３カ月以上延滞債権額及

び貸付条件緩和債権額の合計

額は279百万円であります。 

(5）破綻先債権額、延滞債権

額、３カ月以上延滞債権額及

び貸付条件緩和債権額の合計

額は279百万円であります。 

※４．支払備金の内訳 ※４．支払備金の内訳 ※４．支払備金の内訳 

（百万円）

支払備金(出再支払備

金控除前、(ロ）に掲

げる保険を除く） 

97,801

同上にかかる出再支払

備金 
11,201

差引(イ） 86,599

地震保険および自動車

損害賠償責任保険にか

かる支払備金(ロ） 

9,244

計(イ＋ロ） 95,843

（百万円）

支払備金(出再支払備

金控除前、(ロ）に掲

げる保険を除く） 

94,174

同上にかかる出再支払

備金 
13,181

差引(イ） 80,993

地震保険および自動車

損害賠償責任保険にか

かる支払備金(ロ） 

9,742

計(イ＋ロ） 90,735

（百万円）

支払備金(出再支払備

金控除前、(ロ）に掲

げる保険を除く） 

93,823

同上にかかる出再支払

備金 
13,943

差引(イ） 79,879

地震保険および自動車

損害賠償責任保険にか

かる支払備金(ロ） 

10,194

計(イ＋ロ） 90,074
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前中間会計期間末 

（平成16年９月30日現在） 

当中間会計期間末 

（平成17年９月30日現在） 

前事業年度末 

（平成17年３月31日現在） 

※５．責任準備金の内訳 ※５．責任準備金の内訳 ※５．責任準備金の内訳 

（百万円）

普通責任準備金(出再

責任準備金控除前） 
240,462

同上にかかる出再責任

準備金 
17,278

差引(イ） 223,183

その他の責任準備金

(ロ） 
585,281

計(イ＋ロ） 808,465

（百万円）

普通責任準備金(出再

責任準備金控除前） 
249,013

同上にかかる出再責任

準備金 
15,657

差引(イ） 233,356

その他の責任準備金

(ロ） 
559,674

計(イ＋ロ） 793,031

（百万円）

普通責任準備金(出再

責任準備金控除前） 
248,306

同上にかかる出再責任

準備金 
18,644

差引(イ） 229,662

その他の責任準備金

(ロ） 
560,631

計(イ＋ロ） 790,294

※６．有価証券には消費貸借契約に

より貸し付けているものが 

2,423百万円含まれておりま 

す。 

※６．有価証券には消費貸借契約に

より貸し付けているものが 

1,985百万円含まれておりま 

す。 

※６．有価証券には消費貸借契約に

より貸し付けているものが 

2,010百万円含まれておりま 

す。 

- 26 -



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．正味収入保険料の内訳 ※１．正味収入保険料の内訳 ※１．正味収入保険料の内訳 

（百万円）

収入保険料 193,061

支払再保険料 34,942

差引 158,118

（百万円）

収入保険料 193,552

支払再保険料 34,244

差引 159,308

（百万円）

収入保険料 392,616

支払再保険料 70,788

差引 321,827

※２．正味支払保険金の内訳 ※２．正味支払保険金の内訳 ※２．正味支払保険金の内訳 

（百万円）

支払保険金 103,724

回収再保険金 19,298

差引 84,426

（百万円）

支払保険金 108,243

回収再保険金 23,760

差引 84,482

（百万円）

支払保険金 244,390

回収再保険金 44,936

差引 199,453

※３．諸手数料及び集金費の内訳 ※３．諸手数料及び集金費の内訳 ※３．諸手数料及び集金費の内訳 

（百万円）

支払諸手数料及び集金

費 
30,869

出再保険手数料 2,794

差引 28,075

（百万円）

支払諸手数料及び集金

費 
30,806

出再保険手数料 3,234

差引 27,571

（百万円）

支払諸手数料及び集金

費 
63,018

出再保険手数料 5,885

差引 57,132

────── ※４．支払備金繰入額(△は支払備金

戻入額)の内訳 

────── 

  （百万円）

支払備金繰入額（出再

支払備金控除前、

（ロ）に掲げる保険を

除く） 

351

同上にかかる出再支払

備金繰入額 
△762

差引（イ） 1,113

地震保険および自動車

損害賠償責任保険にか

かる支払備金繰入額

（ロ） 

△452

計（イ＋ロ） 661

 

────── ※５．責任準備金繰入額(△は責任準

備金戻入額)の内訳 

────── 

  （百万円）

普通責任準備金繰入額

（出再責任準備金控除

前） 

707

同上にかかる出再責任

準備金繰入額 
△2,986

差引（イ） 3,694

その他の責任準備金繰

入額（ロ） 
△957

計（イ＋ロ） 2,736
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前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※６．利息及び配当金収入の内訳 ※６．利息及び配当金収入の内訳 ※６．利息及び配当金収入の内訳 

（百万円）

預貯金利息 1

コールローン利息 0

買入金銭債権利息 2

有価証券利息・配当金 8,407

貸付金利息 845

不動産賃貸料 715

その他利息・配当金 91

計 10,063

（百万円）

預貯金利息 23

コールローン利息 0

買入金銭債権利息 1

有価証券利息・配当金 9,434

貸付金利息 684

不動産賃貸料 558

その他利息・配当金 71

計 10,772

（百万円）

預貯金利息 2

コールローン利息 0

買入金銭債権利息 3

有価証券利息・配当金 16,022

貸付金利息 1,609

不動産賃貸料 1,289

その他利息・配当金 185

計 19,113

 ７．時価ヘッジによるヘッジ対象

の外貨建債券の為替変動による

損益とヘッジ手段である為替予

約取引による損益の純額は、金

融派生商品費用に計上しており

ます。なお、上記相殺前のヘッ

ジ対象の外貨建債券の為替変動

による利益の総額は1,700百万

円、ヘッジ手段である為替予約

取引による損失の総額は1,884百

万円であります。 

 ７．時価ヘッジによるヘッジ対象

の外貨建債券の為替変動による

損益とヘッジ手段である為替予

約取引による損益の純額は、金

融派生商品費用に計上しており

ます。なお、上記相殺前のヘッ

ジ対象の外貨建債券の為替変動

による損失の総額は1,454百万

円、ヘッジ手段である為替予約

取引による利益の総額は1,264百

万円であります。 

 ７．時価ヘッジによるヘッジ対象

の外貨建債券の為替変動による

損益とヘッジ手段である為替予

約取引による損益の純額は、金

融派生商品費用に計上しており

ます。なお、上記相殺前のヘッ

ジ対象の外貨建債券の為替変動

による利益の総額は2,312百万

円、ヘッジ手段である為替予約

取引による損失の総額は3,036百

万円であります。 

※８．特別損失の主なものは、「中

間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項」に記載してい

る合併の総仕上げとしての抜本

的な人事制度改革を行ったこと

を契機として行った処理に関す

る損失3,026百万円であります。 

※８．特別損失の主なものは、役員

退職慰労引当金繰入額のうち過

年度相当額を一時の費用として

処理したもの2,079百万円及び減

損損失1,712百万円であります。 

※８．特別損失の主なものは、「中

間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項」に記載してい

る合併の総仕上げとしての抜本

的な人事制度改革を行ったこと

を契機として行った処理に関す

る損失3,026百万円であります。 

────── ※９．減損損失に関する事項 ────── 

  (1）資産のグルーピングの方法 

 保険事業等の用に供してい

る不動産等については、保険

事業等全体で１つの資産グル

ープとしております。また、

賃貸用不動産等及び遊休不動

産等については、個別の物件

毎に１つの資産グループとし

ております。 

  

  (2）減損損失の認識に至った経

緯 

 遊休資産のうち、時価が著

しく下落しているものについ

て、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減

損損失として特別損失に計上

しております。 
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前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── (3）減損損失を認識した資産グ

ループと減損損失計上額の固

定資産の種類ごとの内訳 

 （百万円） 

用途 場所 種類 
減損損失 

土地 建物 計 

遊休
資産 

静岡県
駿東郡

土地及
び建物 856 817 1,674

遊休
資産 

静岡県
下田市 土地 38 - 38

計 895 817 1,712

────── 

  (4）回収可能価額の算定方法 

 遊休資産の回収可能価額の

算定については、正味売却価

額を適用しております。な

お、正味売却価額について

は、不動産鑑定評価基準に基

づく鑑定評価額を使用してお

ります。 
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（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

１．現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

１．現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

（平成16年９月30日現在）

  （百万円）

現金及び預貯金 31,038

コールローン 50,700

預入期間が３か月を

超える定期預金等 
  △3,668

現金及び現金同等物 78,069

（平成17年９月30日現在）

  （百万円）

現金及び預貯金 37,188

コールローン 17,400

預入期間が３か月を

超える定期預金 
  △1,664

現金及び現金同等物 52,924

（平成17年３月31日現在）

  （百万円）

現金及び預貯金 32,901

コールローン 16,300

預入期間が３か月を

超える定期預金 
  △1,717

現金及び現金同等物 47,483

２．投資活動によるキャッシュ・フ

ローには、保険事業に係る資産運

用業務から生じるキャッシュ・フ

ローを含んでおります。 

２．     同左 ２．     同左 
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（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間会

計期間末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間会

計期間末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間会計
期間末残
高相当額 
(百万円) 

動産 175 158 17 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間会計
期間末残
高相当額 
(百万円) 

動産 26 25 0 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

動産 71 64 6 

 なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間会計期間末残高が

不動産及び動産の中間会計期間末

残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定してお

ります。 

同左  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が不動産及び

動産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

２．未経過リース料中間会計期間末

残高相当額 

２．未経過リース料中間会計期間末

残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 16百万円

１年超 0百万円

合計 17百万円

１年内 0百万円

１年超  -百万円

合計   0百万円

１年内   6百万円

１年超  -百万円

合計  6百万円

 なお、未経過リース料中間会計

期間末残高相当額は、未経過リー

ス料中間会計期間末残高が不動産

及び動産の中間会計期間末残高等

に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。 

同左  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高が不動産及び動産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。 

３．支払リース料及び減価償却費相

当額 

３．支払リース料及び減価償却費相

当額 

３．支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 17百万円

減価償却費相当額 17百万円

支払リース料   5百万円

減価償却費相当額   5百万円

支払リース料   28百万円

減価償却費相当額   28百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 
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（有価証券関係） 

有価証券 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

前中間会計期間末（平成16年９月30日現在）、当中間会計期間末（平成17年９月30日現在）及び前事業

年度末（平成17年３月31日現在） 

 該当事項はありません。 

２．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

前中間会計期間末（平成16年９月30日現在）、当中間会計期間末（平成17年９月30日現在）及び前事業

年度末（平成17年３月31日現在） 

 該当事項はありません。 

３．その他有価証券で時価のあるもの 

種類 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日現在） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日現在） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日現在） 

取得原価 
（百万円） 

中間貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

中間貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

貸借対照表
計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

公社債 327,785 330,738 2,952 348,821 350,755 1,933 336,351 341,570 5,219 

株式 178,782 340,268 161,485 183,828 434,330 250,502 182,051 364,611 182,559 

外国証券 219,682 220,904 1,222 210,626 213,118 2,492 214,308 216,490 2,182 

その他 7,253 7,565 311 5,533 5,941 407 10,074 10,578 503 

合計 733,504 899,477 165,972 748,809 1,004,145 255,335 742,785 933,250 190,464 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日現在） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日現在） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日現在） 

１．中間貸借対照表において現金及

び預貯金として処理されている譲

渡性預金を「その他」に含めてお

ります。 

１．     同左 １．貸借対照表において現金及び預

貯金として処理されている譲渡性

預金を「その他」に含めておりま

す。 

────── ────── ２．その他有価証券で時価のあるも

のについて 1百万円の減損処理を

行っております。なお、当該有価

証券の減損にあたっては、期末日

の時価が取得原価に比べて30％以

上下落しているものを全て減損処

理の対象としております。 
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４．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間貸借対照表（貸借対照表）計上額 

（金銭の信託関係） 

金銭の信託 

１．満期保有目的の金銭の信託 

前中間会計期間末（平成16年９月30日現在）、当中間会計期間末（平成17年９月30日現在）及び前事業

年度末（平成17年３月31日現在） 

 該当事項はありません。 

２．運用目的、満期保有目的以外の金銭の信託 

前中間会計期間末（平成16年９月30日現在）、当中間会計期間末（平成17年９月30日現在）及び前事業

年度末（平成17年３月31日現在） 

 該当事項はありません。 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日現在） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日現在） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日現在） 

(1）満期保有目的の債券 

公社債 929百万円

   

(2）子会社株式及び関連会社株式 

株式 162百万円

外国証券 3,070百万円

 

(3）その他有価証券 

公社債 85百万円

株式 5,675百万円

外国証券 7,872百万円

その他 55百万円

(注)中間貸借対照表において買入金

銭債権として処理されている貸

付債権信託受益権を「その他」

に含めております。 

(1）満期保有目的の債券 

公社債    578百万円

   

(2）子会社株式及び関連会社株式 

株式    162百万円

外国証券  3,071百万円

 

(3）その他有価証券 

公社債   4百万円

株式 6,087百万円

外国証券 7,877百万円

その他   54百万円

(注)     同左 

(1）満期保有目的の債券 

公社債 750百万円

   

(2）子会社株式及び関連会社株式 

株式  162百万円

外国証券  3,070百万円

 

(3）その他有価証券 

公社債    6百万円

株式 5,850百万円

外国証券 7,860百万円

その他   54百万円

(注)貸借対照表において買入金銭債

権として処理されている貸付債

権信託受益権を「その他」に含

めております。 
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（デリバティブ取引関係） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

(参考）上記以外で時価ヘッジを適用しているものは以下のとおりであります。 

（持分法損益等） 

前中間会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）、当中間会計期間（自平成17年４月１日 至

平成17年９月30日）及び前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 重要性に乏しいため記載を省略しております。 

対象物の 
種類 

取引の種類 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日現在） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日現在） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日現在） 

契約額等 
（百万円） 

時価 
（百万円）

評価損益 
（百万円）

契約額等 
（百万円）

時価 
（百万円）

評価損益 
（百万円）

契約額等 
（百万円） 

時価 
（百万円）

評価損益 
（百万円）

通貨 為替予約取引                  

  売建 53,699 55,023 △1,324 3,562 3,945 △383 14,644 15,013 △368 

債券 先物取引                  

  売建 9,284 9,380 △95 2,545 2,488 56 8,898 8,800 98 

その他 天候デリバティブ取引                  

  売建 
112 

(3)
3 0 

34 

(7)
5 1 

132 

(7)
4 2 

  買建 
112 

(3)
3 0 

33 

(5)
5 △0 

132 

(6)
4 △1 

合計 ― ― △1,420    ― ― △325 ―  ― △269 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日現在） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日現在） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日現在） 

１．ヘッジ会計が適用されているも

のについては、記載対象から除い

ております。 

１．     同左 １．     同左 

２．「契約額等」欄下段（ ）書き

の金額は、契約時のオプション料

であります。 

２．     同左 ２．     同左 

対象物の 
種類 

取引の種類 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日現在） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日現在） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日現在） 

契約額等 
（百万円） 

時価 
（百万円）

評価損益 
（百万円）

契約額等 
（百万円）

時価 
（百万円）

評価損益 
（百万円）

契約額等 
（百万円） 

時価 
（百万円）

評価損益 
（百万円）

通貨 為替予約取引                  

  売建 22,584 24,468 △1,884 64,770 66,542 △1,771 56,349 59,385 △3,036 

合計 ― ― △1,884 ― ― △1,771 ― ― △3,036 
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（１株当たり情報） 

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

２．１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

(2）【その他】 

該当事項はありません。 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

１株当たり純資産額 674.37円

１株当たり中間純利益 2.04円

１株当たり純資産額 843.00円

１株当たり中間純利益 12.23円

１株当たり純資産額    727.25円

１株当たり当期純利益 13.07円

 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 791 4,658 5,044 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
－ － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
791 4,658 5,044 

普通株式の期中平均株式数（千株） 386,367 380,680 385,750 
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第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第62期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日 関東財務局長に提出 

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

 平成17年４月26日 関東財務局長に提出 

 事業年度（第61期）（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。 

(3）半期報告書の訂正報告書  

 平成17年４月26日 関東財務局長に提出  

 （第62期中）（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日）の半期報告書に係る訂正報告書であります。  

(4)自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年３月31日）平成17年４月14日 関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年４月30日）平成17年５月12日 関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成17年５月１日 至 平成17年５月31日）平成17年６月14日 関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成17年６月１日 至 平成17年６月30日）平成17年７月13日 関東財務局長に提出 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 

- 37 -



独立監査人の中間監査報告書 

       

      平成16年12月17日 

ニッセイ同和損害保険株式会社    

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 吉益 裕二  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 佐藤 嘉雄  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているニッセ

イ同和損害保険株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第62期事業年度の中間会計期間（平成16年４

月１日から平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッ

シュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ニッセイ同和損害保険株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示

しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の中間監査報告書 

       

      平成17年12月19日 

ニッセイ同和損害保険株式会社    

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 吉益 裕二  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 大竹  新   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているニッセ

イ同和損害保険株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第63期事業年度の中間会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッ

シュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ニッセイ同和損害保険株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示

しているものと認める。 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項４．引当金の計上基準(3)退職給付引当金に記載されているとおり、

会社は役員退職慰労金について、従来支出時の費用として処理していたが、当中間会計期間より内規に基づく中間会計

期間末要支給額を退職給付引当金に含めて計上する方法に変更している。 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損

に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 


